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◎ （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

１ 下水道事業会計

備 考

１ 一般会計

補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

26,591,598 626,384 27,217,982

3,733,320 13,403 3,746,723

令和７年度　小城市一般会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分

一般会計
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議案第51号　小城市一般会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

6.2環 境 性 能 割 交 付 金 16,707 0 16,707 0.1 土 木 費 1,670,020 6,290 1,676,310

27,217,982

7.4

100.0

地 方 交 付 税 7,100,000 0

合 計 26,591,598

1,348,310 5.0

諸 収 入 429,947 11,760

626,384 626,384

441,707

市 債 72,200 2,011,600

合　　　　　計

1,939,400

27,217,982

0.4

26,591,598100.0

1.6

489,619 3,820 493,439

30,000

4.7

12.1

0 49,553 0.2 消 防 費 1,282,659 7,878

1 0 1

1,290,537

1.8

8.8

7,100,000 26.1 教 育 費 3,250,636 39,935 3,290,571

0 9,177 0.0

0.0

0.130,000 0

11.4繰 入 金 109,032 3,114,506

1,348,310

3,005,474

寄 附 金 0

使 用 料 及 び 手 数 料 170,225 0 170,225 0.6

国 庫 支 出 金 4,046,034

諸 支 出 金

100,000繰 越 金 100,000 0

2,027,638 7.4県 支 出 金 1,901,940 125,698

財 産 収 入 195,862 0 195,862 0.7

分 担 金 及 び 負 担 金 135,613 3,358 138,971 0.5 公 債 費 2,398,917 0 2,398,917

6,907 0 6,907 0.0 災 害 復 旧 費

304,336 4,350,370 16.0 予 備 費

4.4

地 方 消 費 税 交 付 金 1,149,446 0 1,149,446 4.2 商 工 費 232,903 148,862 381,765 1.4

法 人 事 業 税 交 付 金 67,647 0 67,647 0.2 農林水産業費 1,010,966 179,406 1,190,372

33.2

地 方 譲 与 税 162,595 0 162,595 0.6 総 務 費 2,648,182

16.8

利 子 割 交 付 金 2,575 0 2,575 0.0 民 生 費 8,809,220 218,079 9,027,299

15,740 2,663,922 9.8

配 当 割 交 付 金

49,553

令和７年度　第１号補正後予算総額　　27,217,982千円

市 税 4,705,197 0

21,567 0 21,567 0.1 衛 生 費 4,556,787 6,374 4,563,161

株式等譲渡所得割交付金 36,599 0 36,599 0.1 労 働 費 9,177

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

0.7

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ6億2,638万4千円を追加し、補正後の総額を歳入歳出それ
ぞれ272億1,798万2千円とするものです。
　歳入の主な内容は、事務事業に伴う国・県支出金、分担金及び負担金、市債などのほか、財政調整
基金繰入金により財源を調整するものです。
　歳出の主な内容は、「定額減税補足給付金（調整給付）支給事業」、「乳児健康診査事業」、「歯
科保健事業」、「物価高騰対応くらし応援券事業」、「芦刈地区観光資源再生事業」、「桜岡小学校
施設整備基本計画事業」、「芦刈観瀾校特別教室等施設整備事業」等を計上するものです。

4,705,197 17.3 議 会 費 202,511 0 202,511

歳 入

補 正 前款 別
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議案第52号　小城市下水道事業会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0.7

　予備費 10,000

788

56.2

　営業外費用 193,811 0 193,811 11.8
　企業債償還
金

775,411 0 775,411 43.0

差 引 296,993 52 297,045 差 引 △ 841,845 △ 54 △ 841,899

　特別損失 0 788 0.0 　投資 13,351 13,351

0 10,000 0.6

　営業費用 1,442,918 0 1,442,918 87.6 　建設改良費

◇下水道事業費用 1,647,517 0 1,647,517 100.0 ◇資本的支出 100.0

　負担金等 37,441 0 37,441 3.9

1,013,399 0 1,013,399

1,553,336 52 1,553,388 79.9

1,788,810 13,351 1,802,161

　他会計補助
金

39,000 0

　企業債 513,400 0 513,400

2.3　県補助金 8,600 13,297 21,897

348,524 36.3　国庫補助金 348,524 0

53.5

4.1

0

39,000　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項

100.0

　営業収益 391,174 0

構成比

令和７年度　第１号補正後予算規模　3,746,723千円

　収益的収支については、下水道事業減債基金の積み立てにかかる利息に伴う営業外収益の増額

により、収益的収入額を19億4,456万2千円とするものです。

　資本的収支については、市営浄化槽事業等に伴う県補助金の増額により資本的収入額を9億

6,026万2千円とし、その県補助金の下水道事業減債基金への積立に伴う投資の増額により資本的

支出額を18億216万1千円とするものです。

補 正 前 補 正 額 合 計

◇資本的収入 946,965 13,297 960,262

391,174 20.1

◇下水道事業収益 1,944,510 52 1,944,562 100.0
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令和７年度小城市一般会計補正予算（第１号）　主な事業一覧　

頁 事　業　名 補正事業費：千円

企画政策課 5 コミュニティ助成事業 3,500

健康福祉課 6 定額減税補足給付金（調整給付）支給事業 188,228

こども家庭課 7 乳児健康診査事業 1,190

8 歯科保健事業 1,311

農林水産課 9 畜産振興対策事業 4,398

10 漁港維持管理事業 17,170

商工観光課 11 （新規）物価高騰対応くらし応援券事業 103,261

12 （新規）芦刈地区観光資源再生事業 45,601

都市計画課 13 都市計画運営事業 6,290

教育総務課 14 （新規）桜岡小学校施設整備基本計画事業 9,435

15 （新規）芦刈観瀾校特別教室等施設整備事業 21,514

所　　属

総務部

福祉部

産業部

建設部

教育委員会
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

幅広い交流を深めにぎわい
のあるまち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 2
協働によるまちづくりの推
進

新規事業 既存事業

予算事業名 コミュニティ助成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 8

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 令和7年度コミュニティ助成事業実施要綱、小城市コミュニティ助成事業補助金交付要綱

事業期間
平成17

市民主体のまちづくりの推
進一般 2 1 7 1082

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　コミュニティ活動に必要な備品や集会施設の整備に対して補助金を交付し、地域コミュニティ活動の充実・強
化を図ることにより、地域社会の健全な発展と住民福祉の向上を目指す。

【内容】
　一般財団法人自治総合センターが宝くじの社会貢献広報事業として実施する事業の１つで、自治総合センター
が定めるコミュニティ助成事業実施要綱に基づき、助成事業として採択された事業に対して補助金を交付する。

　一般コミュニティ助成事業
　助成対象：江津ヶ里区、牛津町新町区

【事業費の負担割合】
　一般財団法人自治総合センター
　一般コミュニティ助成事業 10/10（上限250万円）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

3,500

一般財源

3,500

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他 9,600 3,600

3,500

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 9,600 3,600 3,500 0 0 0 事業費計 0

合　　計

3,500 3,500

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

188,222 6 188,228

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

一般財源

その他 7

4,060 181,150 40 188,228

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

2

事　業　費 0 401,558 188,228 0 0 0 事業費計 589,786

財
源
内
訳

1,377 600 205 796

一般財源 2

職員手当等 共済費 需用費 役務費 扶助費

6 その他 13

県支出金

地方債 地方債

国庫支出金 401,549 188,222

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　デフレ完全脱却のための総合経済対策における物価高への支援として、定額減税を補足する給付金を支給する
ことにより、市民の経済的負担を緩和する。

【内容】
　・令和6年度　定額減税補足給付金（調整給付）の支給
　　　定額減税対象者のうち、定額減税可能額が税額を上回り、令和6年分推計所得税額又は令和6年度個人住民
　　税所得割額で減税しきれないと見込まれる者に対し、その差額を定額減税補足給付金（調整給付）として支
　　給する。
　　　定額減税額：所得税　3万円×減税対象人数
　　　　　　　　　個人住民税　1万円×減税対象人数

　・令和7年度　定額減税補足給付金（不足額給付）の支給
　　　定額減税補足給付金（調整給付）の支給額に不足が生じる者等に対し、給付金を支給する。
　　（不足額給付Ⅰ）
　　　令和6年度に実施した当初調整給付の算定に際し、令和6年分推計所得税額を用いて算定したことなどに
　　　より、令和6年分所得税及び定額減税の実績額等が確定したのちに、本来給付すべき所要額と当初調整給
　　　付額との間で差額が生じた者に対し、追加で不足分の給付を行う。
　　（不足額給付Ⅱ）
　　　定額減税の対象外（所得税及び住民税所得割がゼロ）で税制度上「扶養親族」でない者のうち、低所得者
　　　向け給付対象世帯の世帯主又は世帯員でない場合に、不足分の給付を行う。

　　　実施主体決定日：令和7年1月1日
　　　申請期限　　　：令和7年10月31日

【事業費の負担割合】
　国（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 589,771

県支出金

法令根拠 小城市低所得者支援及び定額減税補足給付金（不足額給付）支給事務実施要綱

事業期間
令和6 令和7

地域福祉の情報提供と相談
支援体制の充実一般 3 1 1 1528

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　健康福祉課 施策名 1 地域福祉の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 定額減税補足給付金（調整給付）支給事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

1,190 1,190

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

50 1,140 1,190

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費 扶助費

事　業　費 4,401 4,951 6,094 6,140

財
源
内
訳

一般財源 4,401 4,951 6,094

その他

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

6,140 5,924 5,900 一般財源

県支出金

5,924 5,900 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　乳児に対し健康診査を行うことにより、発育発達の確認や疾病の早期発見・早期治療につなげ、乳児の健康の
保持・増進を図る。

【内容】
　・医療機関での個別健康診査（生後3～4か月と9～11か月の2回）
　・保健福祉センターでの集団健康診査（生後6～8か月の1回）

【補正内容】
　新生児聴覚スクリーニング検査費用を助成する。

　助成対象者：小城市内に住所を有し、令和7年4月1日以降に出生した新生児の保護者
　助成内容　：出生後初めて実施する新生児聴覚スクリーニング検査に要する費用の一部を助成する(償還払い)
　助成額　　：3,000円を上限とする

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

法令根拠 母子保健法、小城市新生児聴覚検査費助成事業実施要綱（予定）

事業期間
平成17

疾病予防対策の推進
一般 4 1 4 1314

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　こども家庭課 施策名 1
健康づくりと保健・医療の
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 乳児健康診査事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

1,311 1,311

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

27 25 1,259 1,311

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 委託料

事　業　費 147 158 1,469 1,100

財
源
内
訳

一般財源 147 158 1,469

その他

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

1,100 1,015 1,015 一般財源

県支出金

1,015 1,015 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　歯科疾患の予防・早期発見・早期治療を促すことで、生涯にわたり口腔機能の維持・向上を図る。 ﻿

【内容】
　幼稚園・保育園等において歯科衛生士によるブラッシング指導及びフッ化物洗口を実施する。

【補正内容】
　妊婦歯科健診を実施する。

　対象者　：小城市内に住所を有し、令和7年4月1日以降に母子健康手帳の交付を受けた妊婦
　実施方法：小城・多久歯科医師会に加入の歯科医院での個別健診
　自己負担：無料

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

法令根拠 母子保健法

事業期間
平成17

疾病予防対策の推進
一般 4 1 4 125

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　こども家庭課 施策名 1
健康づくりと保健・医療の
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 歯科保健事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

- 8 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

3,665 733 4,398

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

4,398 4,398

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 730 4,060 5,298 900

財
源
内
訳

一般財源 425 439 1,303

その他

地方債 700

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

570 570 570 一般財源

県支出金

900 900 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 305 2,921 3,995 330 330 330

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　畜産農家の経営規模の拡大や生産コストの低減、死亡獣畜の処理場への搬送経費の軽減等により経営の安定を
図る。

【内容】
　①死亡獣畜処理対策事業
　②畜舎消毒事業
　

【事業費の負担割合】
　①死亡獣畜処理対策事業　県 1/3　市 1/3　事業者 1/3
　②畜舎消毒事業　市 1/2　事業者 1/2

【補正内容】
　畜産農家の経営安定、生産拡大を図るため、生産性の向上に必要な酪農機械の導入等を支援する。

　さが酪農経営向上緊急支援事業費補助金の交付
　対象者　：1事業主体
　補助内容：機械の導入支援（補助対象経費の6/10以内）

【事業費の負担割合】
　県 5/10　市 1/10　事業者 4/10

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

法令根拠
小城市死亡獣畜処理対策事業費補助金交付要綱、小城市畜舎消毒事業補助金交付要綱、小城市さ
が酪農経営向上緊急支援事業費補助金交付要綱（予定）

事業期間
平成17

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 6 1 5 1086

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農業の振興と森林の保全

新規事業 既存事業

予算事業名 畜産振興対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

- 9 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

17,170 17,170

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

17,170 17,170

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 10,155 12,674 17,770 12,750

財
源
内
訳

一般財源 497 1,490 17,170

その他 1,409 2,104 6,075

地方債 5,900 6,700 600 6,600

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

75 81 71 一般財源

県支出金

23,162 70,450 事業費計 0

11,800 14,500 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 2,349 2,380 2,281 45,402

国庫支出金

その他9,000 10,477

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　漁業者が安全に漁業生産ができるよう適正な漁港の維持管理を行い、漁業生産基盤の充実を図る。

【内容】
　当初予算　600千円
　　漁港管理に伴う維持管理費

【補正内容】
　市営芦刈漁港の浚渫工事に係る基本設計の策定及び保全計画の見直しを行う。

　令和7年度　 芦刈漁港基本設計策定・保全計画見直し業務
　令和8年度　 事業採択申請（水産物供給基盤機能保全事業）
　令和9年度　 測量設計
　令和10年度　浚渫工事（1期）
　令和11年度　浚渫工事（2期）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

法令根拠 漁港漁場整備法、小城市漁港管理条例

事業期間
平成29

漁業生産基盤の充実
一般 6 3 1 1094

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 2 水産業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 漁港維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

- 10 -



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 3 商工業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）物価高騰対応くらし応援券事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 小城市物価高騰対応くらし応援券交付事業実施要綱（予定）

事業期間

関係団体と連携した経営の
支援一般 7 1 2 1538

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　原油価格や物価の高騰等の影響を受けている市民及び事業者の負担を軽減するため、「物価高騰対応くらし応
援券」を発行し、市民生活及び事業者の支援を行う。

【内容】
　物価高騰対応くらし応援券を発行する。

　交付対象者：市長が定める基準日に住民基本台帳に記録されている者
　交付券面額：1人につき2,000円(500円券×4枚)
　交付方法  ：世帯主あてに同居世帯員分の物価高騰対応くらし応援券を送付
　使用可能店舗等：コンビニエンスストア及び大規模小売店舗以外の事業者で、物価高騰対応くらし応援券取扱
　　　　　　　　　事業者として登録した店舗等
　使用期間  ：交付開始日から令和7年12月31日まで

【事業費の負担割合】
　国（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

4,541 7,228 91,492

一般財源 1,301

役務費 委託料

国庫支出金 101,960

合　　計

一般財源

その他

103,261

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費

事　業　費 0 0 103,261 0 0 0 事業費計

合　　計

101,960 1,301 103,261

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 11 -



☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

市民みんなが観光ガイド！
ひとがひとを呼ぶまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 2 観光の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）芦刈地区観光資源再生事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 9

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 小城市観光施設条例

事業期間
令和7

地域資源の磨き上げ
一般 7 1 3 1541

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　過疎地域指定を受けている芦刈地区の観光資源の価値を高め、交流人口の増加を目指すため、海遊ふれあい
パーク及びその周辺の環境整備を行う。

【内容】
　海遊ふれあいパーク周辺の環境整備と再整備計画の検討を行う。
　
　①環境整備
　　令和7年度　海遊ふれあいパーク干潟体験場の浚渫工事
　　令和8年度　芦刈港湾背面の浚渫工事
　②再整備計画（地域活性化起業人制度活用）
　　令和7年度　基本構想策定

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 139,800 地方債

財
源
内
訳

45,601

一般財源 1

令和7年度事業費は令和8年度への繰越予定額45,601千円を含まない。

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

45,601

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費

事　業　費 0 0 0 139,801 未定 未定 事業費計 0

合　　計

45,600 1 45,601

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 12 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

5,165 6,290

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

1,125

合　　計

218 6,072 6,290

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

報償費 委託料

事　業　費 5,380 858 7,443 32,740

財
源
内
訳

6,900

一般財源 5,376 854 6,314

その他 4 4 4

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

2,900

25,840 16,618 5,082 一般財源

県支出金

19,518 5,082 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 1,125

その他

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

【目的】
　自然環境と都市的環境の調和を図りつつ、市の一体的な発展に向け、「都市計画マスタープラン」「土地利用
方針」「立地適正化計画」に基づく計画的な土地利用と効率的な都市づくりを推進する。

【内容】
　・都市計画全般に係る研修経費、協議会負担金など
　・「都市計画マスタープラン」「土地利用方針」「立地適正化計画」の進行管理

【補正内容】
　居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、コンパクトシティ・プラス・
ネットワークの実現を目指すべく、立地適正化計画の見直しを行う。

　令和7年度　専門部会の開催（居住誘導区域・都市機能誘導区域の検討）
　           都市計画審議会の開催
　令和8年度　専門部会の開催（居住誘導区域・都市機能誘導区域案作成、防災指針・用途地域の検討）
　　         都市計画審議会の開催
　　         住民説明会の開催
　令和9年度　専門部会の開催（防災指針・用途地域の検討）
　　         都市計画審議会の開催
　　         住民説明会の開催
　　         立地適正化計画策定

【事業費の負担割合】
　集約都市(コンパクトシティ)形成支援事業対象分　国 1/2以内

法令根拠 都市再生特別措置法、小城市都市計画審議会条例、小城市都市計画に関する有識者会議設置要綱

事業期間
平成17

計画に沿った土地利用の誘
導一般 8 5 1 150

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 都市計画運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

- 13 -



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2 学校教育の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）桜岡小学校施設整備基本計画事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 学校教育法、建築基準法、小学校施設整備指針

事業期間
令和7 令和8

学ぶ力を育むための環境整
備一般 10 2 3 1535

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　築40年以上が経過し老朽化が進行している校舎及び体育館の環境改善並びに特別支援教室等の増加に伴う教室
不足を解消し、新しい時代の学びを支える安心で安全な教育環境を実現する。

【内容】
　桜岡小学校の長寿命化改良等の施設整備を行うため、施設整備基本計画の策定を行う。

　令和7～8年度　基本計画策定業務

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画) （計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

9,435

一般財源 9,435 9,562

国庫支出金

合　　計

一般財源

その他

9,435

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

18,997

事　業　費 0 0 9,435 9,562 0 0 事業費計 18,997

合　　計

9,435 9,435

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

- 14 -



☑ □

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

21,514 21,514

令和7年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

182,361 93 一般財源

その他

21,514

令和7年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

215,795

事　業　費 0 0 21,514 48,527 911,461 302,593 事業費計 1,284,095

財
源
内
訳

21,514

一般財源 21,514 11,827

国庫支出金

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 36,700 729,100 302,500 地方債 1,068,300

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　築40年以上が経過し老朽化が深刻な旧中学校校舎の環境改善及び芦刈観瀾校全体の規模の適正化を図ること
で、新しい時代の学びを支える安心で安全な教育環境を実現する。

【内容】
　芦刈観瀾校の旧中学校棟及び部室棟の施設整備を行う。

　令和7年度　 基本設計業務
　　　　　　  アスベスト含有分析調査業務
　令和8年度　 実施設計業務
　令和9年度　 改築工事
　令和10年度　解体・整地工事

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算見込み） （計画) （計画)

法令根拠 学校教育法、建築基準法、小学校施設整備指針、中学校施設整備指針

事業期間
令和7 令和10

学ぶ力を育むための環境整
備一般 10 3 3 1534

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2 学校教育の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）芦刈観瀾校特別教室等施設整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

- 15 -


